
２０２３年３月１０日 

山川タウンミーティング・学習会 
カジノを止める 知事・市長・議員をつくろう！ 

 
山川よしやす(平和と民主主義をともにつくる会・代表) 

 

１．夢洲カジノ誘致計画の問題点 

（１）特定複合観光施設区域整備計申請状況 

①２０２２年４月２７日大阪府申請受付→国・審査委員会による認定・公示は２０２２年秋頃(６カ月以上遅れる)。 

 

 

 

 

 

 

▸衆議院予算委員会(２０２２年１１月) 

・維新(馬場)…「万博資金提供の成否もＩＲ認定にかかっている。早期に認定してもらわないと」 

・斎藤国交大臣…「審査委員会において夢洲地盤沈下や液状化について慎重に審議（認定時期は未定）。 

▸２０２２年１０月末…審査委員会が新たな細則を提示。３人のオブザーバー参加(地盤工学・津波・防災専

門家)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定複合観光施設区域整備計申請状況 

▸大阪府 申請受付日２０２２年４月２７日 

▸国による認定・公示は 2022年秋ごろ? →8月末か、…? 6カ月以上の遅れ 

▸国土交通省設置に設置された外部有識者からなる審査委員会において…慎重かつ十分な審査を行うこ

とが必要なため、認定の時期は未定 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②運動の力(政府交渉などでの問題点の追及、誘致反対の全国的な運動)が、日程を押し込んでいる。 

▸カジノ住民投票条例制定直接請求署名運動…２１０，１３4 筆の署名(３月２５日からが６２日間で有効数は法

定数約１４万６千（府内の有権者数の５０分の１）を超え、知事に住民投票条例制定を直接請求。 

※１９９７年から４５年ぶり。大阪府下７２市区町村の約１万人の受任者。 

▸カジノ住民投票条例制定署名運動、政府要請行動、認可するな署名。学者・議員などと市民運動が結んで

取り組む…８・３１、９・２８、９・３０「カジノはどこにもいらない！東京大行動」大阪から約１２０人、長崎・和歌

山・横浜など全国から２００数十名が参加。 

 

（２）何が問題か 沈み続ける夢洲と税金・公金投入、ずさんな計画と情報の非開示 

①地盤沈下、液状化、土壌汚染・埋設物撤去(２０２２年３月大阪市会・カジノ事業者参考人招致)  

▸支持基盤（洪積層）が長期的に沈下する極めてまれな地盤条件→大阪市に地盤改良を求める。 

▸「税金は１円も使いません」の嘘 底なしの負担…土地改良７９０億円。埋め立て事業２４８２億円は大阪市特

別会計(港営事業会計)で市債発行。積資産残高の黒字化は２０７６年。 

②事業者をつなぎとめるための優遇措置と談合疑惑…「奇跡の不動産鑑定」４社鑑定で評価額は３社が１２

万円/１㎡で一致(ＵＳＪ)近隣約５０～６０万円。賃料評価は３社が４２８円/１㎡（月額）。２０２１年３月の鑑定

でも３社のうち２社が一致。 

③ずさんな収支見通しと計画の非公開 

▸年間２千万人来場、５２００億の年間収入（内カジノ収入４２００億円・利用客の７０％は日本在住者）」を維持

し続けることが前提。 

▸シンガポール:マリーナベイ・サンズ…年間来場者数４５００万人、売り上げは３０００億円。夢洲カジノは、サン

ズの１／２に満たない来場者数で１．７倍もの売り上げを想定。根拠は示されていない。 

 



▸基本合意関係文書の非開示…２０２２年２月１５日大阪府、大阪市と大阪ＩＲ株式会社（ＳＰＣ）は「基本協定書」

締結。４月２６日「基本合意」。しかしすべて非公開(実施協定・定期借地権設定契約の案など)。 

▸物流に携わる港湾労働者への説明なし(３・５春闘総決起集会)。物流基地としての大阪港が寂れる。 

 

 

（３）厳しい大阪府財政と大阪市の大規模支出 「身を切る改革」が奪った市民の命と暮らし 

①府の経常収支比率(１００を超えると一般財源だけでは経常支出を賄えない→支出削減、積立金取り崩し、

借金)。 

※経常収支比率(経常支出÷経常収入×１００)…地方財政の現状を知るための主要な指標の一つ。 

 

経常収入…地方税、普通交付税(毎年度の収入) 

▸経常支出…人件費、扶養費(社会保障費・老人福祉費・児童

福祉費・生活保護費)、公債費(地方債元利償還経費含む) 

▸経常収支比率が低いと柔軟な財政運営が可能。高くなると財

政余裕がなくなる。１００を超えると一般財源だけでは経常支

出を賄えない→支出削減、積立金取り崩し、借金。 

②２００８年、橋下大阪府知事就任…「大阪は破産会社」。２０１

２～２０１８年度まで新たな借金をするために国の許可が必

要な状態。 

▸２００８～２０１５年度…わずかに１００を下回る。その後は２０１９

年度を除き１００を超えたまま。大阪府の経常収支比率は全

国で最下位状態にある。 



▸２０２０年度当初予算案編成方針…「義務的に負担する社会保障関係費が増え続け…今後も多額の財政不

足が生じる見込み…収支の見通しは厳しく…」としていた。 

②維新府市政が何をしたか…「大阪都構想」「二重行政の解消」｢広域一元化条例｣「夢洲カジノ誘致」 

▸一例として医療分野における公的医療の破壊。コロナ死者数、死亡率全国ワースト１。 

⇒公立病院比率は、全国平均の１／２。「臨時病床増設」は言うが、決して「病院をつくる」とは言わない吉

村知事と松井市長。 

 

 
 

 

 

 

●大阪維新の会は、「成長」と「改革」と言います。しかしその「成長」とは、私たちの豊かさを意味していませ

ん。また「改革」は、ベクトルが違えば破壊でしかありません。 

いま維新府市政を見直し、根本から転換させていくこと。そのために、政党ではなく一人ひとりの市民が自

ら考え、結びつき、行動して、私たちが望む新しい大阪を住民参加でつくりだすことが大切です。 

大阪府市議会は意図をもって「夢洲カジノ問題点」を審議しませんでした。彼らに大阪の未来を託すことは

できません。私たちがつくりましょう。 

③維新府市政は何をしようとしているのか…医療・教育・保

育・介護・雇用など公的分野解体と責任放棄。ＩＲ・カジノ

誘致を大阪の経済成長のメインに。しかし… 

▸自治体が税金と莫大な借金で賭博場を誘致・建設し、その

｢儲け｣で市民生活が豊かになることはない。 

▸一時的な大規模投資で｢成長｣し、儲かるのはグローバル

企業、カジノ事業者、ゼネコンだけ。 

▸「府市一体の成長」を標語に、大阪市の財源と権限を奪う

「広域行政一元化条例」制定。大阪市財政の悪化(軟弱

地盤と借金)は、住民の福祉の切り捨てを招く。カジノ経

済に支配され地場産業は衰退し、地域経済は縮小する。 

 （４）社会保障の経済効果は公共事業よりも高い 公共性の再生を 

①社会保障や公共事業などの分野が生み出す生産・ＧＤＰ・雇用への誘発効果を試算した研究(「医療・福

祉充実は雇用・経済発展力の力-国と地方にみる」有働正治「住民と自治」２０２１年)。 

▸大阪府の社会保障４分野(医療、保健衛生、社会保険・社会福祉、介護)は、公共事業よりもたいていは優

位にある。ＧＤＰと雇用では４分野が公共事業を上回っている。雇用では介護が公共事業より２倍も多い。 

▸夢洲埋め立て事業費２４８２億円を医療・介護・福祉・子育て分野に使えば５万人の雇用が可能との試算も。 



２．｢維新政治｣対「市民生活」 カジノを止める大阪知事と市長、議員を府民の力でつくる 

（１）大阪港、横浜、広島で起きたこと 現実性を帯びた戦争と大軍拡  いま、平和をつくる分岐点 

①ウクライナ戦争の激化と前例のない軍事力強化を進める日本政府と維新の会。 

▸２月２０日、バイデン大統領がウクライナ訪問(さらなる軍事支援の表明)。アメリカ・ＮＡＴＯ諸国は軍事支援を

エスカレートし戦争を継続。プーチン大統領も「新戦略兵器削減条約」履行停止を表明。「戦場でロシアに

勝つのは不可能だ」と戦争継続を主張。 

▸日本政府、岸田内閣は軍事３文書を具体化。軍事費２倍化、｢台湾有事｣をめぐる敵基地攻撃能力保持。琉

球弧の軍事要塞化。 

▸過密な共同軍事演習の中、米軍艦(強襲揚陸艦ＵＳＳアメリカ ４．５万トン)が大阪港に入港（２月２０日～２３日）

…全国の港で大変なことが起きている。日米合同軍事演習｢アイアン・フィスト２３(２月１６日～３月１２日)｣ 

・横浜港米軍施設スノードック 米陸軍揚陸亭舞台配備（１３隻２８０人） 

・２月２７日～３月１２日、広島湾で戦後初めての海上自衛隊と米国海軍による合同軍事演習 

▸維新は、改憲、核共有、軍事費２倍化、敵基地攻撃能力。立憲との協力。 

▸維新の会 

・「統一地方選挙は６００議席目標。次の衆議院選挙で野党第１党になる」(馬場日本維新の会代表) 

・「大阪市議会選挙で過半数取れなければ代表辞める」(吉村大阪維新の会代表) 

②統一地方選の結果は、今後の国政選挙、この国のあり方に大きく影響する。 

戦争・改憲（「案保」政策の大転換）、カジノなどグローバル企業の儲けのための新自由主義路線を許すの

か、それとも平和、命と生活、人権をまもる社会を作り出すのか。 

これは主義主張の問題ではなく、平和的生存権確立の問題。この統一地方選挙は極めて重要な選挙。 

 

（２）カジノ住民投票署名運動の力は現在も息づいている 

①維新の会…関西を中心に全国で維新候補者激増。地域政党から国政政党への試金石。維新も必死に戦

っている。 

▸「都構想」を封印し、ＩＲ・カジノを争点から外し、「府市一体の成長戦略」「大阪・関西万博の成功」「日本一の

子育て・教育サービス」を打ち出す(「府市一体の成長戦略」。二重行政を解消してきた維新だからこそ、実

現できる)。 

▸これは維新の危機感と弱さの表れでもある。「カジノ誘致」を正面から言えなくなっているところに追い込んで

いる。維新の松井は、都構想住民投票で負け政治家を辞める。 

②カジノ住民投票条例制定直接請求署名運動…約１万人の府民が５００万回を超える対話を繰り返し続けた。

結果としての２１万１３４筆。続く、カジノの是非を問う「見える化」大作戦も約１万８千人を集め５千人超の府

民メッセージ。 

▸維新は、分断とマスコミを使った嘘の宣伝、「あきらめ感」を煽って市民・労働者を支配してきた。「議会は維

新多数」という現実の中「あきらめ感」に支配されることなく、住民主権を明確にした粘り強い対話運動を府

内全域に広げ続けた結果、新しい人たつが運動に参加し「繋がった」「変えていける」という経験と確信を大

阪府民が手にした。 

③こうした取り組み(質［住民主権］も量［大阪府全域同時］も)が地域運動の力で情勢を変革する展望を、実例

としてつくり出した。 

憲法に「主権在民」が謳われ、諸法令に「住民自治」が定められていても、実際にこれを行使することは強い

意志とエネルギーを要する。新しい運動を経験した多くの大阪府民の存在こそ最も重視すべき普遍的な意

味を成している。維新はこれを恐れている。 

▸政党による選挙の足し算では維新の会に勝てない。しかし住民投票を行なえば「反対」は多数である。だか

らこそ吉村知事は〝手続きは正当〟〝(住民投票は)政治家の責任放棄〟と屁理屈を言い、民意を踏みに

じり続け逃げている。議会は審議を回避し、維新・公明の数の力でこれを抑え込もうとしている。 



●今回、カジノ住民投票運動の経験を経た直後の選挙を迎えます。これまでの選挙ではありません。大阪府

民、大阪市民一人ひとりが自らの選挙として、運動の力で選挙戦を戦うことで維新府市政を終わらせる展

望をつくり出すことができると考えています。 

政党による選挙にしてはいけません。あくまでも私たち市民と労働者の選挙であり、「維新対市民生活」で

す。必ず勝利していきましょう。 

 

【おわりに】 

◆城東区選挙で共産党との協力が初めて成立しました。私は、市会議員選挙への立候補をやめ現職の市会

議員・山中予定候補(共産党)を応援します。同時に初めての府議会議員選挙に挑戦します。勝利します。 

◆この選挙共闘は昨年の「カジノ住民投票運動」総体の力がなければ、成しえませんでした。 

２０２１年１０月の衆議院選挙の結果を見た時、現状の「市民と野党の共闘」と政党の足し算では維新に勝て

ないと考えました。その中で「カジノ住民投票署名運動」を開始したのです。 

新たに参加する府民を増やし続けた運動は、維新政治を終わらせる大きな可能性を示すと同時に、「市民

と野党の共闘」の在り方を変えていきます。市民が自ら作り出す広範な運動を基礎として政党と力を合わせ、

自公・維新政治を終わらせ社会を変革していく展望をつくりましょう。 

◆運動の力が「カジノ誘致」を維新の「強みから弱点へ」と変えつつあります。しかし城東区においても維新は

市会議員予定候補者を増やし、過半数を超える議席獲得を狙っています。彼らも必死です。これに打ち勝

ちたいと思います。 

私は初めての府議会への挑戦です。まず市会から府議会へ変わったことを、広げてください。 

◆山川と山中市議をそれぞれに応援して頂いている方の多くは重なっておりません。相互に具体的な協力と

運動を広げることで勝利への道を拓いていきます。〝２人で勝つ〟は、もたれあうことではないと考えていま

す。しかし２人で戦い、多くの労働者・市民の運動が作られたとき、維新と自民、公明に競り勝つ力が必ず

生まれます。 

私は必ず勝利し維新府政にくさびを打つ議席を獲得します。同時に共産党・山中予定候補の勝利で、大

阪市会維新過半数獲得を止めましょう。これからの大阪や国の在り方を問う、大切な選挙です。全力を尽く

します。 


